
【基本目標１　政策・方針の立案及び決定への女性の参画の拡大】

［施策の目標（指標）］

［主な事業・取組］

所管 事業・取組の概要 区分

○

審議会委員の男女の割合を
いずれも40％以上となるよ
う、審議会委員の選任に当た
り、男女共同参画課への事
前協議を徹底する。

継続

○

中堅職員研修、新任役付職
員研修等の階層別研修や人
権問題職場研修リーダー養
成講座において、男女共同
参画に関する科目を設定し、
知識等を習得する。

継続

●

女性職員ブラッシュアップ講
座の実施及び自治大学校・
市町村職員中央研修所・全
国市町村国際文化研修所へ
の職員の派遣を行う。

継続

●

女性管理職の増加に向け
て、女性役付職員の数を増
やし、積極的な人材登用を行
う。

継続
管理職の登用につ
いての目標数値の
設定

0 0

▲ 10

0

0
職員研修における
男女共同参画に関
する科目の実施

00

審議会委員選任の
際の事前協議の徹
底

0 0 0

女性職員の能力向
上を図る研修の実
施や自治大学校等
への派遣

496 506

策定時

40.2％
（平成22年9月30日）

現状

37.1％
（平成26年4月1日）

目標数値
（期限）

100％
（平成33年4月1日）

審議会における委員数の割合が男女いずれも40％以上の審議
会を増やす

指標

平成27年度予算額
（千円）

Ａ

平成26年度予算額
（千円）

Ｂ

増減（千円）
Ａ－Ｂ

事業・取組名

31.8％
（平成22年4月1日）

40.9％
（平成26年4月1日）

40％以上
（平成33年4月1日）

9.2％
（平成22年4月1日）

行政委員会における女性委員の割合を増やす

10.2％
（平成26年4月1日）

16％
（平成33年4月1日）

市職員の管理職における女性の割合を増やす

平成27年度当初予算の概要（男女共同参画施策関係）

※ 第2次広島市男女共同参画基本計画の基本目標ごとに、主な事業・取組を記載している。

※ 複数の基本目標に該当する事業・取組（「再掲」の事業・取組）については、最も関わりが深いと

考えられる基本目標の中で記載している。

※ 広く市民を対象とした事業・取組で、男女共同参画の推進に関する部分に係る予算額の算定が困難

なものについては、総予算額を記載している。

※ 予算額が「0千円」の事業・取組は、事業費をかけずに実施する事業・取組をあらわす。

※ 所管欄に「○」を付した事業・取組は男女共同参画課が所管するもの、「●」を付した事業・取組

は男女共同参画課以外の課が所管するものをあらわす。

資料５
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●
市長（区長）が市民と議論し、
市民の「想い」や「願い」を市
政の推進に生かす。

継続

【基本目標２　男女の人権を尊重する市民意識の醸成】

［施策の目標（指標）］

［主な事業・取組］

所管 事業・取組の概要 区分

●

広島法務局、広島人権擁護
委員協議会等と連携し、啓発
事業（人権啓発キャンペー
ン、スポーツ組織と連携した
啓発活動等）を実施する。ま
た、市民や企業等への意識
啓発のため、パンフレットや
ポスターを作成・配布する。

継続

●

市の事業や施策に関する情
報、市民生活に必要な情報を
様々な媒体で適宜市民に広
報する。

継続

●
印象に残る広報物を作成す
るため、研修する。

継続

100

指標 策定時 現状
目標数値
（期限）

全ての人の人権を大切にし、それを日常生活の中で態度や行
動に表している市民の割合を増やす

76.0％
（平成21年度）

74.5％
（平成25年度）

84%
（平成32年度）

市長（区長）との懇
談会の実施

141 41

637 547 90計

男女の地位について「平等になっている」と感じている男女それ
ぞれの割合を増やす

女性　12.2％
男性　19.6％

（平成21年度）

　　　女性　5.1％
　　　男性　10.3％
　　 （平成25年度）

女性　50％
男性　50％

（平成32年度）

固定的な性別役割分担意識を持たない男女それぞれの割合を
増やす

女性　61.3％
男性　50.6％

（平成21年度）

女性　62.1％
男性　53.6％

（平成25年度）

女性　80％
男性　80％

（平成32年度）

事業・取組名
平成27年度予算額

（千円）
Ａ

平成26年度予算額
（千円）

Ｂ

増減（千円）
Ａ－Ｂ

市の広報紙、ホーム
ページ、広報番組、
デジタルサイネージ
等の活用

286,203 309,822

人権啓発事業 12,261

▲ 23,619

▲ 1,47413,735

298,512 323,605 ▲ 25,093

広報担当職員研修 48 48 0

計
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【基本目標３　男性、子どもにとっての男女共同参画の推進】

［施策の目標（指標）］

［主な事業・取組］

所管 事業・取組の概要 区分

○

小中学校の児童及び生徒に
対し、性別にかかわらず、個
性と能力を十分に発揮できる
ように、若年層から男女共同
参画に関する意識啓発を図
る。

継続

●

広島市人権教育・啓発推進
指針に基づき、いじめの未然
防止等に関する教職員の理
解を深める研修を実施すると
ともに、「人権教育の指導方
法等の在り方について[第三
次とりまとめ]」を踏まえた、人
権尊重の視点に立つ園・学
校づくりの取組を推進する。
また、研究推進校等における
実践的な研究成果を普及さ
せることにより、園・学校にお
ける人権教育の充実を図る。
また、家庭科の学習、道徳の
時間など、教育活動全体を通
じて、児童生徒の発達段階に
応じ、男女の平等、男女の相
互理解と協力の重要性など
について学習している。

継続

●

本市立高校生が、キャリア教
育の一環として大学教授等
から専門分野の学問等につ
いて講義等を受けたり、産業
現場等の専門的な知識や技
術・技能に触れることにより、
主体的な進路選択能力や高
い職業意識を育成し、学問へ
の意欲・関心をより一層喚起
する。

継続

各学校における人
権教育の推進や家
庭科教育などの充
実

2,084 2,078 6

増減（千円）
Ａ－Ｂ

校長　18.9％
教頭　20.3％

（平成26年4月1日）

校長　30％
教頭　40％

（平成33年4月1日）

小中学生用男女共
同参画啓発用冊子
の作成・配付

事業・取組名
平成27年度予算額

（千円）
Ａ

平成26年度予算額
（千円）

Ｂ

女性　61.3％
男性　50.6％

（平成21年度）

女性　62.1％
男性　53.6％

（平成25年度）

女性　80％
男性　80％

（平成32年度）

879 ▲ 3

90分
（平成32年度）

策定時 現状
目標数値
（期限）

【再掲】
固定的な性別役割分担意識を持たない男女それぞれの割合を
増やす

男性が家事・子育て・介護に関わる時間を増やす
（年齢を問わず結婚している男性の平日1日当たりの家事・子育
て・介護に関わる時間）

39分
（平成21年度）

40分
（平成25年度）

プロフェッショナル人
材活用事業

876

校長　17.5％
教頭　20.5％

（平成22年4月1日）

600 683 ▲ 83

市立学校教員の管理職における女性の割合を増やす

指標
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●

「青少年と電子メディアとの健
全な関係づくりに関する条
例」に定める基本方針に基づ
き、ノー電子メディアデー、青
少年と携帯電話との健全な
関係づくり推進宣言店の登録
及び電子メディアに関する講
習会（ケータイ出前講座）な
ど、家庭・学校・地域・事業者
が連携した各種事業を行う。

継続

● 保育士の研修など ―

【基本目標４　働く場における男女共同参画の推進】

［施策の目標（指標）］

［主な事業・取組］

所管 事業・取組の概要 区分

○

事業所へ人事教育コンサル
タント等の専門講師を派遣
し、従業員の育児参加に係る
職場の理解や仕事と生活の
調和が事業所や従業員にも
たらすメリットなどをテーマと
した講座を実施する。
平成27年度より新たに広島
市内の大学生が任意のグ
ループで男女共同参画につ
いて学習する場合も派遣対
象とする。

拡充

その他 5,153 5,014 139

電子メディアと子ども
たちとの健全な関係
づくりの推進事業

2,334 2,321 13

11,047 10,975

事業所向け男女共
同参画支援講座の
実施

192 144 48

30人
（平成28年4月1日）

指標 策定時 現状
目標数値
（期限）

民間事業所における女性管理職の割合を増やす

37事業所
（平成25年度）

26.2％
（平成32年度）

男女共同参画に積極的に取り組む民間事業所の数を増やす
（広島市男女共同参画推進事業所の表彰事業所数）

「家族経営協定」締結農家数を増やす

16事業所
（平成22年度）

60事業所
（平成32年度）

34戸
（平成22年4月1日）

41戸
（平成26年4月1日）

50戸
（平成28年4月1日）

22.6％
（平成21年度）

28.7％
（平成25年度）

13.8％
（平成25年度）

10％
（平成27年度）

市内の女性求職者の就職率を高める
（ハローワークにおける女性の新規求職者のうち就職した人の
割合）

計 72

事業・取組名
平成27年度予算額

（千円）
Ａ

平成26年度予算額
（千円）

Ｂ

増減（千円）
Ａ－Ｂ

6.9％
（平成21年度）

21人
（平成22年4月1日）

27人
（平成26年4月1日）

女性農業士の数を増やす
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○

子育てのための柔軟な勤務
時間の適用や子育て等で一
度離職した女性の積極的な
採用など、仕事と家庭や子育
て等との両立支援などに積
極的に取り組んでいる事業所
を男女共同参画推進事業所
として表彰し、その取組を広く
市民や他の事業所等に紹介
する。

継続

●

広島市内で創業を考えている
創業意欲のある方及び市内
の中小企業者（創業後３年未
満）を募集し、優秀な事業計
画に対して、経営、資金の両
面から総合的な支援を行う。
また、それに先立ち、有望な
事業構想を優秀な事業計画
へと具体化するため、事業計
画作成支援を実施する。

継続

●

広島市の農業振興を図るた
め、「認定農業者」制度を推
進し、認定農業者の農業経
営改善計画達成に向けた支
援を行う。

継続

●
広島市が認定した女性農業
士の研修・指導を行う。

継続

●
創業者向け研修会・セミナー
の開催など

―

「まかせんさい」広島
市女性農業士認定
事業

その他 790 802 ▲ 12

計 7,347 6,837 510

5,891 5,434 457

0

159 159 0

166

創業チャレンジ・ベン
チャー支援事業

広島市農業経営改
善支援センター事業
（「家族経営協定」の
普及・啓発）

166

男女共同参画事業
所表彰

132 17149

5



【基本目標５　地域における男女共同参画の推進】

［施策の目標（指標）］

［主な事業・取組］

所管 事業・取組の概要 区分

○
女性団体連絡会議の取組を
支援し、その活動が一層活性
化するよう、補助を行う。

継続

○

男女共同参画推進センター
において、女性のための電話
相談、男性のための電話相
談、一般面接相談、こころ・法
律・キャリア・健康に関する面
接相談を実施する。

継続

○

男女共同参画推進センター
において、資料室の運営、
ホームページの運営、メール
マガジンや広報紙の発行等
を実施する。

継続

○

男女共同参画推進センター
において、男女共同参画、
ワーク・ライフ・バランスの推
進を図るための講座、女性の
就労支援講座、健康維持・増
進講座の開催。

継続

広島市女性団体連
絡会議補助

120

36.1％
（平成26年3月31日）

40％以上
（平成33年4月1日）

自分の住んでいる地域のコミュニティ活動に参加する市民の割
合を増やす

46.9％
（平成21年度）

42.4％
（平成25年度）

50％
（平成25年度）

指標 策定時 現状
目標数値
（期限）

補助金交付団体における女性役員の割合を増やす
26.5％

（平成22年3月31日）

まちづくり活動を行うボランティアやＮＰＯ等の団体数を増やす
964団体

（平成21年度）
1,109団体

（平成25年度）
1,060団体

（平成25年度）

男女共同参画拠点施設利用者の満足度を高める

68.7％
（平成21年度広島市
女性教育センターの

数値）

76.1％
（平成25年度広島市
男女共同参画推進
センターの数値）

80％
（平成32年度）

事業・取組名
平成27年度予算額

（千円）
Ａ

平成26年度予算額
（千円）

Ｂ

増減（千円）
Ａ－Ｂ

1,710 1,753 ▲ 43

120 0

学習・研修の支援
（広島市男女共同参
画推進センター指定
管理）

▲ 220980 1,200

総合相談の実施
（広島市男女共同参
画推進センター指定
管理）

1,418 1,393 25

情報提供の充実
（広島市男女共同参
画推進センター指定
管理）
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○

男女共同参画推進センター
において、男女共同参画推
進状況に関する調査研究
や、男女共同参画フォーラ
ム、出前講座等を行う。

継続

○

男女共同参画推進センター
において、登録団体活動支
援、登録団体等共催事業、女
性の起業支援等を実施する。

継続

○

男女共同参画に関する市民
の理解を深めるとともに、自
主防災組織等の地域活動に
おける女性の参画を促進す
るため、市民を対象とした参
加型学習による講座を開催
する。

継続

●

本市における地域福祉の一
層の振興・発展に資するた
め、福祉事業及び社会教育
事業を展開している女性団体
等の事業費を助成する。

継続

●

市民活動に関する情報（イベ
ント、講座、団体・サークル
等）を各施設において入力
し、インターネット市民に広く
提供する。

継続

●

広島市内に主たる事務所を
置くＮＰＯ法人を対象とし、市
内において実施する特定非
営利活動に必要な運転資金
及び設備資金を融資する。

継続

●

他都市の女性消防団員との
交流、意見交換により新たな
活動分野の開拓を図るため、
全国女性消防団員活性化大
会へ参加する。
女性消防団員が働きやすい
環境づくりを行うなど、女性消
防団員の活動環境の整備を
図る事業を実施する。

継続

女性団体への補助 2,784 2,850 ▲ 66

調査研究及び普及
啓発の推進
（広島市男女共同参
画推進センター指定
管理）

1,020

2,699

920 100

790 652 138

2,699 0

301 275

21 51 ▲ 30

市民活動・交流の支
援
（広島市男女共同参
画推進センター指定
管理）

女性消防団員の育
成・支援

ＮＰＯ活動支援融資
制度による低利融資

男女共同参画による
防災等地域づくり講
座

26

▲ 70

10,000 10,000 0

ひろしま情報ａ-ネッ
トによる情報提供

21,843 21,913計
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【基本目標６　ワーク・ライフ・バランスの推進】

［施策の目標（指標）］

［主な事業・取組］

所管 事業・取組の概要 区分

○

市民や事業所にとっての仕
事と生活の調和を推進するこ
との意義やメリット、男女共同
参画に積極的に取り組んで
いる事業所等の事例を掲載
した情報誌を作成し、母子健
康手帳の交付時等に配布す
るとともに、市内の総合病
院、銀行、郵便局、大学及び
事業所等に配布する。

継続

○

職場や家庭、地域において
男女共同参画の実践的な活
動を行っている事業者や市民
等から構成する会議を開催
し、民間事業所等における男
女共同参画の促進に向けた
本市の諸施策等について、
意見・提言をいただく。（年３
回開催）

拡充

現状
目標数値
（期限）

220人
（平成22年4月1日）

447人
（平成26年4月1日）

0人
（平成27年4月1日）

0

平成26年度予算額
（千円）

Ｂ

増減（千円）
Ａ－Ｂ

17

80％
（平成32年度）

320事業所
（平成25年度）

470事業所
（平成32年度）

男女共同参画情報
誌の発行

649 649

「ワーク・ライフ・バランス」という言葉を知っている人の割合を増
やす

2.46％
（平成21年度）

3.7％
（平成25年度）

10％以上
（平成26年度）

保育園入園待機児童の解消を図る

セミナー参加者のワーク・ライフ・バランスについての理解度を
高める

84.6％
（平成22年度）

82.6％
（平成25年度）

90％
（平成32年度）

【再掲】男性が家事・子育て・介護に関わる時間を増やす
（年齢を問わず結婚している男性の平日1日当たりの家事・子育
て・介護に関わる時間）

39分
（平成21年度）

85.0％
（平成21年度）

40分
（平成25年度）

90分
（平成32年度）

ワーク・ライフ・バランスに取り組む市内の民間事業所の数を増
やす（仕事と家庭の両立支援企業登録制度への登録事業所
数）

116事業所
（平成21年度）

平成27年度予算額
（千円）

Ａ

85.4％
（平成25年度）

90％
（平成26年度）

43.8％
（平成21年度）

43.9％
（平成25年度）

指標 策定時

保育サービスを利用している保護者の満足度を高める

事業・取組名

男女共同参画推進
連携会議の開催

35

民間事業所の男性の育児休業取得率を上げる
1.2％

（平成21年度）
7.2％

（平成25年度）
6％

（平成26年度）

市の男性職員の育児休業取得率を上げる

52
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●
私立保育園の新設や分園等
の施設整備に対して補助を
行う。

継続

●
私立保育園が安定的に人材
確保できるよう、合同就職説
明会を年２回開催する。

継続

●

保育園入園児童等が病気の
回復期等で集団保育が困難
な期間、医療施設に付設され
た保育室において一時的に
預かる。実施施設を１２施設
から１４施設へ増設予定。

拡充

●

保護者の就労、傷病、育児疲
れにより、一時的に保育を必
要とする児童を、一時預かり
を実施する保育園において
預かる。

継続

●

各区役所保健福祉課に保育
サービスアドバイザーを１人
配置し、きめ細やかな入園相
談を行うとともに、一時預か
り、幼稚園（預かり保育）等の
多様な保育サービスの情報
提供をし、保護者ニーズと保
育サービスを適切に結びつけ
る。

継続

●

放課後児童健全育成事業
（留守家庭子ども会）の提供
体制を整備するとともに、施
設の老朽化、クラスの大規模
化・過密化などの課題の解消
に取り組む。留守家庭子ども
会の増設５クラス。

拡充

●

学校施設の活用等による留
守子ども会の増設が困難な
地区において、民間事業者に
対する補助を行い、クラスの
大規模化、過密化への対応
を図る。

継続

●

放課後の小学校施設等を利
用して、地域の大人の見守り
による児童の安全な遊び場を
確保し、遊びを通じた異年齢
児童間の交流を促進する。

継続

1,391,866 1,292,353

61,109 63,300

03,335 3,335

99,513

▲ 2,191

病児・病後児保育事
業

195,146 162,593 32,553

保育サービス相談
事業

29,869 31,377 ▲ 1,508

59,320

留守家庭子ども会の
運営

23,257 ▲ 3,29119,966

一時預かり事業

保育士確保対策事
業

民間放課後児童クラ
ブ運営費等補助

放課後プレイスクー
ル事業

154,948 95,628

保育園の整備 575,638 1,472,145 ▲ 896,507
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●

子育て家庭の親とその子ども
がいつでも気軽に集い、相互
交流を図るとともに子育てに
ついての相談が受けられる
場を地域の身近な場所に設
置することにより、子育て家
庭の孤立化を防止し、保護者
の子育てに対する不安や負
担感の軽減及び地域におけ
る子育て力の向上を図る。設
置箇所を４か所から５か所に
増設する。

拡充

●
延長保育事業、児童館の整
備など

―

【基本目標７　様々な困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備】

［施策の目標（指標）］

施設を退所し地域で生活する障害者の数を増やす（※２）

経済的に自立している母子家庭の割合を増やす（※３）

4,554

高齢者のうち、要支援・要介護状態になる人の割合を抑える
（※１）

18.6％
（平成22年度）

19.6％
（平成25年度）

20.2％
（平成26年度）

介護サービスの質に満足している人の割合を増やす
84.8％

（平成21年度）
88.2％

（平成25年度）
87.3％

（平成25年度）

▲ 312,206

▲ 1,019,746

目標数値
（期限）

26,043
地域子育て支援拠
点事業補助

指標

その他 1,439,645 1,751,851

計 3,898,266 4,918,012

現状

21,489

（※１）高齢者施策推進プラン（平成２４～２６年度）が策定され、目標数値が変更されたため、本計画の目標数値を変更した。
（※２）第３期広島市障害福祉計画が策定され、目標数値が変更されたため、本計画の目標数値を変更した。
（※３）「経済的に自立している母子家庭の割合を計る指標」を「Ⓐ児童扶養手当を受けていない母子家庭の割合」 から「Ⓑ高
　　　　等技能訓練促進費受給者及び母子家庭等就業支援センター登録者の就業者数」に変更した。

109人
（平成25年度）

149人
（平成26年度）

88.0％
（平成21年度）

広島が暮らしやすいと感じている外国人市民の割合を増やす

「在住外国人と共生しよう」と考える市民の割合を増やす
82.4％

（平成25年度）

市内の若年求職者の就職率を高める
（ハローワークにおける34才以下の新規求職者のうち就職した
人の割合）

策定時

168人
（平成26年度）

87.0％
（平成21年度）

93.5％
（平成25年度）

94％
（平成32年度）

26.6％
（平成25年度）

93％
（平成32年度）

24.2％
（平成21年度）

103人
（平成21年度）

122人
（平成25年度）

28.4％
（平成32年度）

―

10



［主な事業・取組］

所管 事業・取組の概要 区分

●
サービス給付費（９割相当
分）や高額介護サービス費等
の保険給付費の支給を行う。

継続

●

　障害者(児)の福祉の増進や
障害の有無に関わらず国民
が相互に人格と個性を尊重し
安心して暮らすことのできる
地域社会の実現に寄与する
ことを目的に、地域の特性や
利用者の状況に応じた柔軟
な事業形態による事業を計
画的に実施する。

継続

●

日常生活に必要な行政サー
ビスや生活関連情報をまと
め、多言語（６言語・日本語併
記）に翻訳した「外国人市民
のための生活ガイドブック」を
作成・配布する。

継続

●

日本語に不慣れな外国人市
民のために多言語（中国語、
ポルトガル語、スペイン語）で
対応できる相談窓口を開設
し、窓口や電話での生活支援
相談、生活関連情報の提供・
翻訳、行政機関や病院等へ
の同行及び電話による通訳
などを行う。

継続

●

各区に母子・父子自立支援
員を配置し、ひとり親家庭及
び寡婦を対象に、生活全般
の相談に応じる。

継続

●

父又は母と生計を同じくして
いない児童が育成される家
庭の生活の安定と自立の促
進に寄与するため、当該児童
について手当を支給する。

継続

●

ひとり親家庭や寡婦が自立
に必要な知識技能を習得す
る講習会やセミナーを開催す
るほか、母子家庭等就業支
援センターにおいて就職に関
する情報提供や求人開拓を
行う。

継続

児童扶養手当の支
給

4,765,727

平成27年度予算額
（千円）

Ａ

4,863,555 ▲ 97,828

母子家庭等就業支
援事業

21,612 21,645 ▲ 33

27,294 447

780,426

4,843 401

717 605

母子相談事業

外国人のための相
談事業

居宅介護サービス
等の給付

81,256,670

27,741

事業・取組名

5,244

112

▲ 41,326地域生活支援事業 2,589,582 2,630,908

外国人市民のため
の生活ガイドブック
の作成

80,476,244

増減（千円）
Ａ－Ｂ

平成26年度予算額
（千円）

Ｂ
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●

ニートやフリーター等の状態
にある若者の自立と就労を支
援する。ニート状態にある若
者については、居場所の提
供や相談、就職に向けた基
礎研修等を実施するととも
に、若者本人や保護者等を
対象とした講演会やセミナー
を実施する。フリーター状態
にある若者については、キャ
リアコンサルタントによる就職
や転職、キャリア形成に係る
相談業務を行う。

継続

●
地域包括支援センター運営
事業、ひとり親家庭等日常生
活支援事業など

―

6,249 6,292 ▲ 43

3,659,418 3,770,162 ▲ 110,744

若者の自立・就労支
援対策事業

その他

計 92,332,960 91,801,548 531,412
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【基本目標８　女性に対するあらゆる暴力の根絶と被害者への支援】

［施策の目標（指標）］

［主な事業・取組］

所管 事業・取組の概要 区分

〇

運動期間中に、シンボルマー
クのパープルリボンにちなみ
建物のパープルライトアップ
を行う。また、リーフレットを
セットにした啓発用品を女性
団体と連携して街頭で配布す
る。

拡充

○

配偶者暴力相談支援セン
ターで実施している電話相談
のうち、ＤＶに関する相談をＮ
ＰＯ法人に委託して、土・日等
に実施する。

継続

○

ＤＶに対する認識の浸透・徹
底を図るとともに、ＤＶ相談窓
口を周知するため、ＤＶ防止
啓発リーフレット及びＤＶ被害
者支援携帯用カード等を作
成・配布する。視覚障害者向
けの点字リーフレットについ
ても作成・配布する。

継続

○
民間シェルターの運営の安定
を図るため、運営費を助成す
る。

継続

○
女性相談員（３名）による電
話・面接相談・同行支援等を
実施する。

継続

○

面接相談者のうち、法的な問
題で、弁護士による相談が適
切な者については、弁護士法
律相談を実施する。

継続

1,111 1,102 9

配偶者暴力相談支
援センターにおける
相談等

市内で発生する犯罪を減らす
（市内おける刑法犯認知件数）

事業・取組名

ＤＶの相談窓口を知っている人の割合を増やす

ＤＶの被害を受けた後、公的機関に相談した人の割合を増やす
30％

（平成32年度）

目標数値
（期限）

67％
（平成27年度）

増減（千円）
Ａ－Ｂ

ＤＶ専門法律相談の
実施

指標

平成27年度予算額
（千円）

Ａ

29.0％
（平成21年度の国の

数値）

過去1年以内に暴力を受けた女性被害者の割合を減らす
4.2％

（平成21年度）
2.7％

（平成25年度）
2％

（平成32年度）

13,821件
（平成21年）

10,472件
（平成25年）

現状

12,773件
（平成27年）

1,200 1,200 0

216

策定時

平成26年度予算額
（千円）

Ｂ

9,533 9,263

216 0

729 889 ▲ 160

270

民間シェルターへの
補助

ＤＶ専門電話相談
（土・日等）の実施

リーフレット、携帯
カードの作成

「女性に対する暴力
をなくす運動」の実
施

148 0 148

51.0％
（平成25年度）

11.8％
（平成25年度）

13.4％
（平成21年度）
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○

被害者の精神的なケアを行う
ため、専門知識を持った臨床
心理士によるカウンセリング
を実施する。

継続

○

女性相談員のＤＶ被害者サ
ポート技術や法令、医療等の
知識の習得に向け、研修会
等へ参加するとともに、窓口
職員等を対象とした２次被害
防止等のための研修を実施
する。

継続

○

交際相手からの暴力（デート
DV）に対する正しい理解と予
防啓発を目的とした内容の
リーフレットを作成し、市内の
高校生に配布する。大学、短
大へも配布する。啓発用のパ
ネルを作成する。

拡充

●

暴力団等の介入や暴力が絡
む債権の取立て、商品の販
売など民事暴力に関する市
民や企業からの相談に応じ、
その解決方法を助言・指導す
るとともに、必要に応じて、警
察署等関係機関への連絡や
法律相談の紹介等を行う。

継続

●

子育ての援助を受けたい人
（依頼会員）と援助を行いた
い人（提供会員）を会員登録
し、会員同士による地域にお
ける子育ての相互援助活動
を行うため、組織的に調整等
を実施するファミリー・サポー
ト・センターを設け、子育て支
援を図る。

継続

○●
母子家庭自立支援給付金事
業、乳幼児等医療費補助な
ど

― 23,451,855 23,621,514 ▲ 169,659

23,487,560 23,656,772 ▲ 169,212

10,448 10,431 17

72 72 0

11,491 11,419

348 ▲ 5

その他

女性相談員の資質
向上・窓口職員研修

臨床心理士によるカ
ウンセリングの実施

デートDV防止対策

暴力被害相談セン
ターの運営

計

ファミリー・サポート
センター事業

318 244

72

562

343
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【基本目標９　生涯を通じた健康支援】

［施策の目標（指標）］

［主な事業・取組］

所管 事業・取組の概要 区分

●

妊婦及び乳児の保健管理の
向上を図るため、妊婦一般健
康診査１４回分、乳児一般健
康診査２回分の公費負担を
実施し、健診費用を軽減する
ことにより、母体や胎児及び
乳児の健康を確保し、安心し
て子どもを生み育てることの
できる環境の整備を図る。

継続

●

初妊婦とその配偶者を対象
に、夫婦が協力して子育てを
行うために、夫婦関係、父親・
母親の役割や子育て全般に
ついての教室を開催する。

継続

●

わが国の死亡原因の第１位
であるがんに対する認識を深
め、がんの早期発見・早期治
療の促進を図る。
受診率向上のためにがん検
診受診券（チケット形式）の配
付や５つのがん検診と特定健
康診査の同時実施の拡充等
を実施する。

継続

子宮がん検診の受診率を上げる（※１）

乳がん検診の受診率を上げる（※１）

健康状態が良好と感じている市民の割合を増やす（※２）
（平成24年度までは、「健康状態が良好と感じている市民の割
合を増やす」）

成人の喫煙率を下げる（※２）
（平成24年度までは「成人男女それぞれの喫煙率を下げる」）

50.0％
（平成28年度）

策定時 現状
目標数値
（期限）

がん検診の実施 901,384 978,306 ▲ 76,922

事業・取組名
平成27年度予算額

（千円）
Ａ

平成26年度予算額
（千円）

Ｂ

増減（千円）
Ａ－Ｂ

指標

妊婦乳児健康診査
事業

パパとママの育児教
室の開催

45.1％
（平成25年度）

1,291 1,288 3

1,116,778 1,146,709 ▲ 29,931

16.4％
（平成21年度）

44.3％
（平成25年度）

50.0％
（平成28年度）

女性　8.8％
男性　34.7％

（平成18年度）

女性　7.1％
男性　26.9％

（平成23年度）

喫煙率の減少
（平成32年度）

―
女性　72.19年
男性　69.96年
（平成22年度）

健康寿命の延伸
（平成32年度）

（※１）広島市健康づくり計画「元気じゃけんひろしま２１（第２次）」が策定され、目標数値が変更されたため、本計画の目標数値を
変更した。
（※２）広島市健康づくり計画「元気じゃけんひろしま２１（第２次）」が策定され、指標が変更されたため、本計画の指標及び目標数
値を変更した。

27.4％
（平成21年度）
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●

保健センターにおいて、精神
科医師、精神保健福祉相談
員が相談を行う。こころの健
康に関する電話相談・面接相
談（予約制）を実施する。

継続

●
妊産婦乳幼児等保健指導事
業、家庭訪問指導事業（家族
計画指導）など

―

【基本目標１０　平和の発信と国際理解・国際協力の推進】

［施策の目標（指標）］

なし　（「基本目標１０　平和の発信と国際理解・国際協力の推進」には、指標を設定していない。

［主な事業・取組］

所管 事業・取組の概要 区分

●

次代を担う高校生が、海外留
学を通じて、コミュニケーショ
ン能力を高めるとともに、幅
広い視野を持ち、国際的感覚
を磨き、グローバル社会の中
で主体的に生き抜く力を身に
付けることを目的として、本事
業を実施する。また、留学先
で被爆の実相を伝えるなど、
ヒロシマからのメッセージを世
界に発信する。

継続

●
大邱広域市から代表団を受
け入れる。ボルゴグラード市
に代表団を派遣する。

継続

●

市内の団体が行う国際交流・
協力事業に対し補助金を交
付し、市民団体の育成と国際
交流・協力事業の推進を図
る。

継続

366,516 361,356 5,160

2,391,658 2,493,583 ▲ 101,925

事業・取組名
平成27年度予算額

（千円）
Ａ

平成26年度予算額
（千円）

Ｂ

増減（千円）
Ａ－Ｂ

その他

国際社会の中で共
に生きていくことがで
きる資質や能力の
育成

7,510 7,610 ▲ 100

姉妹・友好都市との
交流推進事業

3,209

国際交流・協力事業
への助成

887 887 0

408 2,801

5,689 5,924 ▲ 235
こころの健康相談の
実施

計
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●

研修室等の活動コーナーの
運営、ホームページ等のイン
ターネットを使用した団体の
情報提供を行う。

継続

●
国際青年会館主催事業、「国
際交流・協力の日」の開催な
ど

―

【その他　第2次基本計画に掲げられていない管理的な事業・取組】

［主な事業・取組］

所管 事業・取組の概要 区分

○

男女共同参画推進センター
の管理運営を指定管理者に
委託する。（人件費及び施設
管理費）

継続

○
女性福祉センターの管理運
営を指定管理者に委託する。

継続

○

年2回、男女共同参画の推進
に関する年次報告等につい
て審議する審議会を開催し、
意見・提言等をいただく。

継続

○

「第２次広島市男女共同参画
基本計画」「広島市配偶者か
らの暴力の防止及び被害者
支援基本計画」について、施
策の推進状況や社会情勢の
変化等を踏まえ、計画期間の
中間年である平成２７年度に
見直しを行う。

新規

○
男女共同参画推進センター
管理運営（直営分）、男女共
同参画一般事務

―

10,342 10,023

20,399 20,399 0

事業・取組名
平成27年度予算額

（千円）
Ａ

平成26年度予算額
（千円）

Ｂ

増減（千円）
Ａ－Ｂ

男女共同参画推進
センター指定管理
（事業費を除く）

55,707 55,399 308

319

23,512 20,781 2,731

その他

国際交流ネットワー
クひろしまの運営

1,564 1,853 ▲ 289

計

計

男女共同参画審議
会の運営

431

女性福祉センター指
定管理

その他 501 1,922 ▲ 1,421

男女共同参画基本
計画等の改定

1,306 0 1,306

27078,344 78,074

354 77
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